
 

 

第５回平和首長会議国内加盟都市会議総会総括文書 

 

平和首長会議は、昭和５７年（１９８２年）の設立以来、世界の都市と連帯し、核兵器廃絶

と世界恒久平和の実現を訴え続けてきた。平和首長会議には、現在世界の１６１の国・地域か

ら６，８９３の都市が加盟しており、その数は増加の一途をたどっている。そのうち、日本国

内の加盟都市は全市区町村の９１．７％に当たる１，５９７に及んでおり、第５回目となる平

和首長会議国内加盟都市会議総会を平成２７年（２０１５年）１１月９日及び１０日の２日間

広島市で開催した。 

 

初日は、まず被爆の実相を伝えるプログラムとして、被爆者の被爆体験証言の聴講や原爆死

没者慰霊碑参拝・献花、平和記念資料館や国立広島原爆死没者追悼平和祈念館の見学等を行っ

た。続いて、広島市における平和の取組発表として、市内で活動する４団体の発表を聞いた。 

 

２日目は、まず、東京都小平市長及び岐阜県北方町長からそれぞれの自治体の平和に関する

取組事例の報告を受け、加盟都市における今後の取組に資するものとした。 

 

次に、平和首長会議行動計画（2013 年－2017 年）における新規・拡充取組項目のうち、国内

の加盟自治体に係る項目として、加盟都市間の青少年交流の促進、被爆の実相と核兵器のリス

クに関する啓発、2020年までに10,000都市加盟を目指した要請活動の強化について了承した。 

 

また、日本政府に対し、唯一の被爆国として、核兵器の非合法化を目指し取り組んでいる国々

と連携を図り、「核兵器のない世界」の実現に向けた国際的機運をさらに高めるとともに、「核

兵器禁止条約」の早期実現に向け具体的交渉開始のリーダーシップをとるよう、別添の要請文

を提出することとした。 

 

以上のことに加え、次の事項について事務局から説明を行った。 

① 第６回平和首長会議国内加盟都市会議総会の開催地について 

② 被爆樹木の苗木の配布事業、「平和の灯」の分火事業について 

③ 平和首長会議メンバーシップ納付金の納付状況について 

 

また、出席者による意見交換において、平和首長会議として、集団的自衛権を含む我が国の

安全保障に十分注視する必要があることや、オリンピック・パラリンピックを契機として、国

際交流を活性化し、２０２０ビジョンをアピールしてはどうかといった発言があった。 

 

最後に、私たちは、核兵器を廃絶し、戦争のない平和な世界を実現するため、共に行動して

いくことをここに宣言する。 

 

平成２７年（２０１５年）１１月１０日 

第 ５ 回 平 和 首 長 会 議 国 内加 盟 都 市 会 議 総 会 

 

 



（別添） 

 

内閣総理大臣 安倍 晋三 様 

 

「核兵器禁止条約」の早期実現に向けた取組の推進について（要請） 

 

平和首長会議（会長：広島市長、副会長：長崎市長等世界の１５都市の市長）は、

昭和５７年（１９８２年）の設立以来、世界の都市と連帯し、核兵器廃絶と世界恒久

平和の実現を訴え続けてきました。平和首長会議には、現在世界の１６１の国・地域

から６，８９３の都市が加盟しており、その数は増加の一途をたどっています。その

うち、日本国内の加盟都市は全市区町村の９１．７％に当たる１，５９７に及んでお

り、第５回目となる平和首長会議国内加盟都市会議総会を１１月９日及び１０日の２

日間広島市で開催しました。 

１９４５年８月、広島・長崎両市は一発の原子爆弾により一瞬にして廃墟と化し、

両市合わせて２１万人を超える多くの人々の尊い命が奪われました。放射線による被

爆者の苦しみは今も続いています。その広島・長崎の被爆の実相を見れば、核兵器は

「非人道兵器」の極みであり、「絶対悪」であることは明らかです。 

こうした中、平和首長会議では、加盟都市の市民、ＮＧＯ等と連携して、２０２０

年までの核兵器廃絶を目指す「２０２０ビジョン」の積極的な展開を図っています。

２０２０年は、平均年齢が８０歳を超えた被爆者に一人でも多く「核兵器のない世界」

を見ていただくために定めた目標年次です。 

現在ニューヨークで開会中の国連総会の第１委員会において、オーストリアなどが

提出した「核兵器の禁止と廃絶に向けた人道の誓約決議案」は、１２８か国の賛同を

得て採択され、また、日本政府が提出した、「核兵器廃絶決議案」は、１５６か国も

の賛同を得て採択され、日本政府はその中で、政治指導者や若者の被爆地訪問や、被

爆者の証言を聞くことの重要性、及び多国間での核軍縮交渉の推進を訴えていただき

ました。 

さらに、メキシコなどが提出した、核兵器のない世界の実現に向けた公開作業部会

を国連総会の下に設置することを求めた「多国間の核軍縮交渉の前進決議案」は、１

３５か国の賛同を得て採択されました。 

核兵器の全面的廃絶に向けた有効な手段の一つが、核兵器の製造、保有、使用等を

全面的に禁止する「核兵器禁止条約」です。日本政府におかれては、このような状況

を踏まえ、引き続き、唯一の被爆国として、核兵器の非合法化を目指し取り組んでい

る国々と連携を図り、「核兵器のない世界」の実現に向けた国際的機運をさらに高め

ていただくとともに、「核兵器禁止条約」の早期実現に向け具体的交渉開始のリーダ

ーシップをとっていただくよう要請いたします。 

 

平成２７年（２０１５年）１１月１０日 

 

平和首長会議国内加盟都市会議 

代表  平 和 首 長 会 議 会 長 広島市長 松井 一實 

平 和 首 長 会 議 副 会 長 長崎市長 田上 富久 


	03_1_議案2 総括文書案_11月1日付更新_了 - 当日修正_最終
	04_別添　要請文_11月8日付更新_了 市長協議後_最終

